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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

第２四半期連結
累計期間

第79期
第２四半期連結
累計期間

第78期
第２四半期連結
会計期間

第79期
第２四半期連結
会計期間

第78期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 8,718,93111,189,6774,972,1775,749,00620,735,955

経常利益又は経常損失（△）　（千

円）
△156,028 792,307 139,394 349,765 736,662

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
△545,901 357,085△32,329 212,830 599,423

純資産額（千円） － － 8,338,4319,547,7549,499,291

総資産額（千円） － － 14,142,66615,756,64915,437,709

１株当たり純資産額（円） － － 477.60 564.99 544.25

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△31.58 20.84 △1.87 12.50 34.67

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 58.4 60.1 60.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
79,7651,578,092 － － 1,691,398

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△536,677△215,334 － － △902,574

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△50,701△249,261 － － △67,526

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,413,2354,742,9563,636,135

従業員数（人） － － 647 657 640

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第78期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜

在株式が存在していないため記載しておりません。第79期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額お

よび第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載し

ておりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 657（138）

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含んでいる。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、期間従業員、再雇用者を含んでいる。）は（　）内に

当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 417（41） 

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでいる。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー、期間従業員、再雇用者を含んでいる。）は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人

員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 前年同四半期比（％）

日本 5,091,480 －

アジア 610,451 －

合計 5,701,931 －

（注）金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。　

　

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

受注高 受注残高
金額（千円） 前年同四半期比（％） 金額（千円） 前年同四半期比（％）

日本 4,755,333 － 4,701,393 －

アジア 708,450 － 653,176 －

合計 5,463,783 － 5,354,569 －

（注）金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。　

　

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 前年同四半期比（％）

日本 5,148,067 －

アジア 600,938 －

合計 5,749,006 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しています。

　　　　２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実　　

　　　　　　績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱デンソー 2,422,390 48.7 3,012,128 52.4

トヨタ自動車㈱ 757,478 15.2 838,837 14.6

アスモ㈱ 482,732 9.7 572,600 10.0

　（注）　上記(1)から(3)の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）事業の状況

　当社グループが関連する自動車業界におきましては、エコカー減税や補助金政策などが後押しして、国内自動車販売

台数が大幅な増加となったこともあり、当第２四半期連結会計期間における当社グループの連結業績は、売上高が

5,749百万円（前年同四半期比15.6％増）となりました。

　売上高および利益の状況をセグメント別に申し上げますと次のとおりであります。

　日本では客先生産台数の増加により、エアコンパネルなど表示系製品の生産が増加した結果、売上高は5,457百万円、

営業利益は360百万円となりました。

　アジアでは客先生産台数の増加により、売上高が600百万円、営業利益は58百万円となりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間

末に比べ402百万円増加し、4,742百万円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの

状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　営業活動の結果得られた資金は、前第２四半期連結会計期間に比べ422百万円増加し、748百万円となりました。これ

は主に、仕入債務の減少があったものの、売上債権の減少、税金等調整前四半期純利益の計上およびたな卸資産の減少

などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結会計期間に比べ167百万円減少し、187百万円となりました。これ

は主に、有形固定資産の取得が減少したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　財務活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結会計期間に比べ141百万円増加し、151百万円となりました。これ

は主に、自己株式の取得による支出が129百万円増加したことによるものです。　

　

（３）事業及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、96百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 17,310,069 17,310,069
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数は

1,000株

計 17,310,069 17,310,069 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 17,310,069 － 1,563,777 － 2,198,186

　

（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社デンソー 愛知県刈谷市昭和町１丁目１ 5,900 34.08

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 2,580 14.90

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
416 2.40

アイシン精機株式会社 愛知県刈谷市朝日町２丁目１ 372 2.14

セコム損害保険株式会社 東京都千代田区平河町２丁目６-２ 369 2.13

ジェコー従業員持株会 埼玉県行田市富士見町１丁目４-１ 357 2.06

ジェコー取引先持株会 埼玉県行田市富士見町１丁目４-１ 265 1.53

北愛知リース株式会社 愛知県名古屋市北区若葉通１丁目３８ 197 1.13

株式会社清里中央オートキャンプ場 愛知県名古屋市北区若葉通１丁目３８ 191 1.10

北愛知三菱自動車販売株式会社 愛知県名古屋市北区若葉通１丁目３８ 188 1.08

計 － 10,836 62.60

（注）上記のほか、自己株式が551千株あります。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　－　　　　 － 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） 　－　　 － 　　　　　－

議決権制限株式（その他） 　－　   －　　　　　　　 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　551,000 　 － 　　　　　－

完全議決権株式（その他） 普通株式 　16,714,000 16,714　　　　　－

単元未満株式 普通株式　　　 45,069 － 　　　　　－

発行済株式総数 17,310,069 － －

総株主の議決権 － 16,714 －

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　ジェコー株式会社
埼玉県行田市富士見町１丁

目４番地１
551,000 － 551,000 3.18

計 － 551,000 － 551,000 3.18

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 298 303 265 245 256 250

最低（円） 238 230 225 228 232 229

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人の四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成22年７

月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。 　　　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 777,837 882,394

受取手形及び売掛金 3,747,003 3,854,322

有価証券 901,413 796,017

商品及び製品 262,850 246,780

仕掛品 559,752 584,221

原材料及び貯蔵品 495,609 525,932

繰延税金資産 110,368 191,499

関係会社預け金 3,564,686 2,453,403

その他 23,755 68,431

流動資産合計 10,443,278 9,603,005

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,453,301 1,473,456

機械装置及び運搬具（純額） 2,586,760 2,938,420

その他（純額） 750,712 877,417

有形固定資産合計 ※1
 4,790,774

※1
 5,289,294

無形固定資産 95,266 108,515

投資その他の資産

その他 486,556 496,121

貸倒引当金 △59,227 △59,227

投資その他の資産合計 427,329 436,894

固定資産合計 5,313,370 5,834,704

資産合計 15,756,649 15,437,709

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,878,702 3,115,952

未払法人税等 262,877 19,450

引当金 74,779 73,867

その他 1,649,091 1,546,374

流動負債合計 4,865,450 4,755,644

固定負債

退職給付引当金 1,165,778 1,125,321

役員退職慰労引当金 72,900 57,453

資産除去債務 100,340 －

その他 4,424 －

固定負債合計 1,343,443 1,182,774

負債合計 6,208,894 5,938,418
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,563,777 1,563,777

資本剰余金 2,198,186 2,198,186

利益剰余金 5,778,662 5,543,105

自己株式 △139,318 △9,503

株主資本合計 9,401,307 9,295,565

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 79,785 118,252

為替換算調整勘定 △12,520 △6,814

評価・換算差額等合計 67,265 111,438

少数株主持分 79,181 92,286

純資産合計 9,547,754 9,499,291

負債純資産合計 15,756,649 15,437,709
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 8,718,931 11,189,677

売上原価 8,200,685 9,635,493

売上総利益 518,246 1,554,184

販売費及び一般管理費 ※
 707,631

※
 716,421

営業利益又は営業損失（△） △189,384 837,763

営業外収益

受取利息 9,822 12,198

為替差益 12,081 －

作業くず売却益 2,892 6,652

その他 23,791 13,952

営業外収益合計 48,587 32,803

営業外費用

為替差損 － 55,412

固定資産廃棄損 9,855 3,419

その他 5,376 19,426

営業外費用合計 15,231 78,258

経常利益又は経常損失（△） △156,028 792,307

特別損失

減損損失 19,168 17,130

事業再編損 376,666 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 92,929

特別損失合計 395,835 110,059

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△551,864 682,248

法人税、住民税及び事業税 3,066 275,295

法人税等還付税額 － △7,488

法人税等調整額 △18,685 51,324

法人税等合計 △15,619 319,132

少数株主損益調整前四半期純利益 － 363,116

少数株主利益 9,656 6,031

四半期純利益又は四半期純損失（△） △545,901 357,085
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 4,972,177 5,749,006

売上原価 4,472,345 4,977,433

売上総利益 499,832 771,573

販売費及び一般管理費 ※
 355,921

※
 355,280

営業利益 143,910 416,293

営業外収益

受取利息 4,748 6,941

受取保険金 8,790 －

助成金収入 － 4,680

作業くず売却益 2,040 3,221

その他 6,953 4,005

営業外収益合計 22,531 18,848

営業外費用

為替差損 20,232 71,215

固定資産廃棄損 2,742 3,356

その他 4,073 10,804

営業外費用合計 27,048 85,376

経常利益 139,394 349,765

特別損失

減損損失 869 15,857

事業再編損 175,691 －

特別損失合計 176,560 15,857

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△37,166 333,908

法人税、住民税及び事業税 △1,846 111,175

法人税等還付税額 － △7,488

法人税等調整額 △5,859 15,066

法人税等合計 △7,705 118,753

少数株主損益調整前四半期純利益 － 215,154

少数株主利益 2,868 2,324

四半期純利益又は四半期純損失（△） △32,329 212,830
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△551,864 682,248

減価償却費 907,925 761,792

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 92,929

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △7,396

退職給付引当金の増減額（△は減少） △158,404 40,457

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,568 15,447

有形固定資産除却損 4,962 3,344

売上債権の増減額（△は増加） △1,379,988 105,060

たな卸資産の増減額（△は増加） △119,688 38,277

仕入債務の増減額（△は減少） 1,048,065 △235,489

その他の流動負債の増減額（△は減少） 100,647 28,506

その他 37,350 22,712

小計 △118,561 1,547,890

利息及び配当金の受取額 12,456 15,677

法人税等の支払額 △36,292 △32,775

法人税等の還付額 222,163 47,301

営業活動によるキャッシュ・フロー 79,765 1,578,092

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △678,935 △898,618

有価証券の売却による収入 536,634 893,318

有形固定資産の取得による支出 △381,539 △201,577

投資有価証券の売却による収入 14 －

その他 △12,851 △8,457

投資活動によるキャッシュ・フロー △536,677 △215,334

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △129,815

配当金の支払額 △50,676 △119,446

その他 △25 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △50,701 △249,261

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,971 △6,674

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △497,642 1,106,821

現金及び現金同等物の期首残高 2,910,878 3,636,135

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,413,235

※
 4,742,956
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　会計処理基準に関する事項

の変更

　　資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は、それぞれ1,371千円

減少し、税金等調整前四半期純利益は94,300千円減少しております。　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　（四半期連結貸借対照表）

　前第２四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「繰延税金資産」は、重要

性が増加したため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期連結会計期間の

流動資産の「その他」に含まれる「繰延税金資産」は65千円であります。 

　

　（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、「財務活動キャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりました

「自己株式の取得による支出」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしまし

た。なお、前第２四半期連結累計期間の「財務活動キャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「自己株式の取得に

よる支出」は25千円であります。　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

　（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、一部実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算

定しております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、

前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、19,588,344千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、18,797,521千円で

あります。

　２　偶発債務

　　（訴訟関係）

　　　当社は、当社製品の納入先であるカヤバ工業株式会社よ

り損害賠償請求訴訟（訴額約657百万円）を受け、現在

係争中であります（訴状送達日　平成21年11月９日）。

過去にカヤバ工業株式会社が製造・販売した製品にお

いて、その構成品として当社から購入したモータに起

因して不具合が発生したとして、それに纏わる損害賠

償請求訴訟を受けているものであります。訴訟の推移

によっては、今後の業績に影響を及ぼす可能性もあり

ますが、現時点ではその影響を予測することは困難で

あります。

　２　偶発債務

　　（訴訟関係）

　　　当社は、当社製品の納入先であるカヤバ工業株式会社よ

り損害賠償請求訴訟（訴額約657百万円）を受け、現在

係争中であります（訴状送達日　平成21年11月９日）。

過去にカヤバ工業株式会社が製造・販売した製品にお

いて、その構成品として当社から購入したモータに起

因して不具合が発生したとして、それに纏わる損害賠

償請求訴訟を受けているものであります。訴訟の推移

によっては、今後の業績に影響を及ぼす可能性もあり

ますが、現時点ではその影響を予測することは困難で

あります。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

荷造運賃　 161,755千円

退職給付費用 28,358 

役員退職慰労引当金繰入額　 1,027 

荷造運賃 158,066千円

給料　 152,946　

役員賞与引当金繰入額 11,004　

退職給付費用 16,259 

役員退職慰労引当金繰入額　 18,443 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

荷造運賃　 80,894千円

退職給付費用　 14,329 

役員退職慰労引当金繰入額　 793 

荷造運賃　 83,870千円

給料　 72,116 

役員賞与引当金繰入額 6,252　

退職給付費用　 5,950 

役員退職慰労引当金繰入額　 9,536 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定 791,545

　預入期間が３ヶ月を超える定　

　期預金
△10,000

　有価証券勘定 800,379

　売掛債権信託受益権 △425,085

　関係会社預け金勘定 1,256,395

　現金及び現金同等物 2,413,235

　

 （千円）

　現金及び預金勘定 777,837

　有価証券勘定 901,413

　売掛債権信託受益権 △500,981

　関係会社預け金勘定 3,564,686

　現金及び現金同等物 4,742,956

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　17,310,069株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　 551,515株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日

定時株主総会
普通株式 120,988 7 平成22年３月31日平成22年６月23日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　当社グループは自動車部品メーカーとして、同一セグメントに属する表示系製品、モータ系製品等の製造、加工、

販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメントの情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 974,913 8,098 983,011

Ⅱ　連結売上高（百万円）  －  － 8,718,931

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
11.2 0.1 11.3

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア……………フィリピン、中国、台湾、韓国

(2）その他……………メキシコ、スウェーデン

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、意思　　決

定機関において、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

　当社グループは、表示系、モータ系等、自動車用部品の専門メーカーであり、国内においては当社、連結子会

社１社、海外においてはアジア地域（フィリピン、中国）に設立した連結子会社２社が、それぞれ生産・販売

を担当しております。

　現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、各地域において事業活動を展開しております。したがって、

当社グループは、製造・販売を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「アジア」の

２つを報告セグメントとしております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）1　

四半期連結損益計
算書計上額
（注）2　 日本 アジア

売上高      

外部顧客への売上高 9,942,0341,247,64311,189,677－ 11,189,677

セグメント間の内部売上
高又は振替高

649,619 25 649,644△649,644 －

計 10,591,6531,247,66811,839,322△649,644 11,189,677

セグメント利益 711,961127,895839,857△2,093 837,763

　

  当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）1　

四半期連結損益計
算書計上額
（注）2　 日本 アジア

売上高      

外部顧客への売上高 5,148,067600,9385,749,006 － 5,749,006

セグメント間の内部売上
高又は振替高

309,189 25 309,214△309,214 －

計 5,457,257600,9636,058,220△309,214 5,749,006

セグメント利益 360,08558,000418,086△1,793 416,293

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。　

（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末におけるその他有価証券で時価のあるものについて、企業集団の事業の運営におい

て重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはありません。

　

 

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末において、当社グループはデリバティブ取引を全く行っていないので、該当事項はあ

りません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）
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　当該資産除去債務が当社グループの事業の運営において重要なものとなっていないため記載しておりません。

　なお、当社及び国内連結子会社において、駐車場用地を賃借しており、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における

原状回復に係る債務を有しておりますが、当該資産に関連する賃借期間の使用期限が明確でなく、現在のところ解

約等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができないため、当該債務に見合う資産

除去債務を計上しておりません。　

　

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められるものはありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 564.99円 １株当たり純資産額 544.25円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 31.58円 １株当たり四半期純利益金額 20.84円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △545,901 357,085

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△545,901 357,085

期中平均株式数（千株） 17,285 17,133

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 1.87円 １株当たり四半期純利益金額 12.50円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △32,329 212,830

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△32,329 212,830

期中平均株式数（千株） 17,285 17,021

　

（重要な後発事象）

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）
当社に対する訴訟の提起
　当社は、当社製品の納入先よりモータの不具合に係る損害賠償請求訴訟（訴額約657百万円）を受けました（訴
状送達日　平成21年11月９日）。
　
当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）　
該当事項はありません。
　

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っており、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認め
られるものはありません。

 

２【その他】

　重要な訴訟事件等

　　　　注記事項の四半期連結貸借対照表関係の２　偶発債務に記載のとおりであります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

ジェコー株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　　厚 　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森田　　亨　 　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェコー株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェコー株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年11月９日付にて損害賠償請求の訴状を受けた。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月12日

ジェコー株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　　厚 　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 筑紫　　徹　 　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェコー株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェコー株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）に記載されているとおり、会社は自社製品に関する損害賠償請求訴訟の被告と

なっている。当該訴訟の最終的な結論は現在のところ得られていないため、その判決により生ずるかもしれない負担金額に

ついては、四半期連結財務諸表に計上されていない。　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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